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①-1 「幅を持ったシステム」の概念について

○個々の要素が効率的に機能する「個別最適」の視点は重要であるが、複数の要素が重なりあう社会システムでは、個々の効率化が行
きすぎる と か 機能低 を起 す 能性もあ 個 素を なぎ合わ た「系 を踏ま た「全体最適きすぎることによってかえって機能低下を起こす可能性もあり、個々の要素をつなぎ合わせた「系」（システム）を踏まえた「全体最適」
の評価も必要である。

○インフラ、設備などの整備・管理では、災害等の危機時においても安全・安心であるため、ハード・ソフト施策を連携させてカバーしあう、
個別最適と全体最適が両立する「幅を持った社会システム」の構築を目指していく。

個別最適（部分最適）

◆システムや組織（特に企業）の一部のみが最適化された状態であることを意味する語。局所最適 とも言う。

◆一部（例えば、企業では部署レベル）では最適化されていても、全体としては最適化されていない 場合や、かえって負の影響が大きくなる
場合もあるとして 一般的には個別最適ではなく全体最適 を目指すべきだと考えられることが多い

個別最適・全体最適とは
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場合もあるとして、一般的には個別最適ではなく全体最適 を目指すべきだと考えられることが多い。

目的関数 : ・・・

★個別最適を求めつつ、機能不全に陥らないための全体最適の例

［ 制約条件（例） 条件１：災害時の最低限の機能確保 ，条件２：費用対効果≧１ ，条件３ ・・・・・ ，条件４ ・・・・・ ］
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robustness
施設自体を耐震化。耐震性

redundancy
送水管が被災した場合、代
替水源 代替ル トを活用し

elasticity
流域・水系全体が被災した場

合は 他地域からの応援が不可

resiliency, tenacity
渇水が発生した場合、取水制限
やダム 底水 活用などによりを向上させることで最低限の

機能の確保。

土地改良区発電事業者

替水源、代替ルートを活用し、
送水機能を確保。

合は、他地域からの応援が不可
欠となるが、事前に相互応援協
定を締結しておくことで、危機事
象に対し、迅速に対
応が可能となる。

多目的施設が

やダムの底水の活用などにより、
長く持ちこたえる。

パイプライン側上
部に特殊なネットを
敷き、施設を強化

トンネルの補強

出典：農林水産
省、水資源機構

水道事業者

発電事業者

工業用水道

事業者

取水堰

管理者

流域・水系全体が被災

多目的施設が
被災した場合、
用途間を超え
、緊急の水利
調整、水融通
を実施。水道施設、工業用水施設が被災

吉野川における特別措置（イメージ）

全体最適
◇システムや組織（特に企業）の全体が最適化された状態であることを意味する語。
◇一部のみが最適化されていることを指す「個別最適」と対比される語であり、システムや組織の 理想像として挙げられることが多い。

（実用日本語表現辞典より） 1



①-2 「幅を持った」の概念について ～全体最適・個別最適の事例～

○「全体最適」には、利益や効果を最大にする視点や、機能不全に陥らないようにする視点などがある。

○個別最適の組み合わせが全体最適とはならない例として 個々に合理的な行動とることが 思わぬ悪い結果や不都合が生じる「合成○個別最適の組み合わせが全体最適とはならない例として、個々に合理的な行動とることが、思わぬ悪い結果や不都合が生じる「合成
の誤謬（ごびゅう）」がある。

○システム全体としては、機能不全に陥らない柔軟・臨機応変・包括的に対応するため、個々の施設や取り組み同士が十分に連携しあう
ことによって、「幅」を持たすことが重要である。

○個別最適と全体最適、全体最適の視点間の両立にあたっては、調整するための幅が必要である。
※経営学には、「幅」と類似の｢スラック｣という用語があるが、ここでの「幅」は、計画的･組織的に予め講じるものと考えている。

黙秘 自白

Bにとっての
個別最適

「囚人のジレンマ」（右図）
共同で犯罪を犯したと思われる囚人A Bに対して別々に取り調

【合成の誤謬】

Ａ
Ｂ

黙秘 （2年 ／ 2年） （１0年 ／ 0年）

自白 （0年 ／ １0年） （7年 ／ 7年）（ルール）
・2人とも黙秘したら、2人とも懲役2年
・1人だけが自白したらその場で釈放 自白しなかった方は懲役10年

Aにとって
の個別最適

全体最適共同で犯罪を犯したと思われる囚人A・Bに対して別々に取り調
べ、二人には次のルールを伝える。

◆二つの独立したビル（社会資本）が、一本の通路【機能不全に陥らないシステムのイメージ】

・1人だけが自白したらその場で釈放。自白しなかった方は懲役10年
・2人とも自白したら、2人とも懲役7年

「個別最適」の組合わせが「全体最適」とはならない

50cm ５m

◆ の独立した ル（社会資本）が、 本の通路
（ハード整備）によって結合され、一体の構造物（
一つのシステム）として機能。

◆しかしながら、50ｃｍの板を誰が安全に安心して
渡ることができるか。実質的にシステムとして機
能を な

50m

能をしていない。
◆５ｍの幅の板を渡すことにより、誰もが安全に安

心して渡ることができるシステムとして成立する。
◆さらに、もう一本追加すると、その冗長性は向上

する
50m

する。

「幅を持った」システムが必要
2



②-1 幅を持った社会システム ～冗長性・代替性を持った （redundancy）～

○予め 冗長性・代替性を備えることによって 危機事象時に 一部機能が発揮できなくても 代替の機○予め、冗長性・代替性を備えることによって、危機事象時に、 部機能が発揮できなくても、代替の機
能により、機能を確保する。

○送水管の二連構造による被災後の機能確保（霞ヶ浦用水地区）

（ハード対策） （ソフト対策）

・霞ヶ浦用水地区において幹線水路が被災し７日間にわたり送水が停止。
・被災した幹線水路は二連構造であり、双方の管が被災したが、健全な
既設機器類を損傷が少なかった片側の管路に集約し、復旧を急ぐこと
で、応急復旧する期間は短縮。

○海水淡水化施設 （宮城県女川町）

以下のような取組について、事前に相互応援協定の締結や、
計画に盛り込むなどの対策を実施。

約30万人の生活
に影響するため、
7日間で通水再開

水道等のライフラインが破壊された宮城県女川町江島に
おいて、海水淡水化装置と技術職員を派遣。本復旧まで
長期に渡り、島民の生活用水を確保。海水淡水化装置は
１年６ヶ月稼働。

○連絡管の設置

7日間で通水再開

支援の状況

○連絡管の設置

東京都の浄水場が機能停止した場合に
は、川崎市より東京都の配水区域に水
を供給するための連絡管を整備。

緊急時に北九州市と福岡都市圏の間
で水道用水を相互融通することを目的
として、緊急連絡管を整備

＜新日本製鉄堺工場からの工業用水の応援送水実積＞

○水の海上輸送 （阪神大震災の事例）

海水淡水化装置設置状況 町職員への技術指導状況

↑北部福岡緊急連絡管事業↑東京・川崎 登戸連絡管

＜新日本製鉄堺工場からの工業用水の応援送水実積＞
期 間 Ｈ7年2月2日～4月8日（ほぼ毎日）
送水量 海上輸送71,822m3、（陸上輸送 200m3）
対象企業 12社
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②-2 幅を持った社会システム ～致命的破壊に至らない （robustness）～

○最悪の危機事象が発生した場合でも 致命的な破壊によって 機能不全に陥らないようにする○最悪の危機事象が発生した場合でも、致命的な破壊によって、機能不全に陥らないようにする。

（ハード・ソフト対策）

ストック量 取り組み

農業
水利

施設

•農業用用排水路の総延
長：約４０万km以上

•基幹的な農業用用排水路
の総延長：約５万km
•ダム、頭首工、用排水機場
等：約７千箇所

•ストックマネジメントに関する基本的な考え方
をまとめたほか、これらを実施するための事
業制度を導入

•基幹的水利施設の機能診断済みの割合を
約４割（H22）→約７割（H28）とすることとして

取り組み

パイプライン側上部に特殊な
ネットを敷き、施設を強化

橋脚に鉄筋を追加

出典：農林水産省資料

施設 等 約 千箇所

•頭首工の耐震に係る基準は整備済み

•管水路の耐震に係る基準は整備中

（上水道施設）

•導水管及び送水管延長：
約４万５千km

（上水道施設）

•地震対策等の推進（基幹施設の耐震化、水
道事業体間の緊急用連絡管 基幹病院等へ上工

水道

施設

約４万５千km
•配水管延長：約５６万km
•浄水施設数：約１万６千箇
所

道事業体間の緊急用連絡管、基幹病院等へ
の配水管整備等）

•水道施設の備えるべき耐震性能要件を、明
確化

（工業用水道施設）

•改築事業制度の中で耐震整備を実施

高強度炭素繊維グリッド、ポリマーセメ
ントモルタルによりトンネル補強 サイホン内に鋼管を挿入し補強

国土
交通
省所
管ダム

•国土交通省所管ダム施設
数：約５５０箇所

•ダム用ゲート設備等点検・整備・更新検討マ
ニュアル（案）を策定し、運用中。

•一部ダムでは堆砂対策について排砂等を実
施。

ントモルタルによりトンネル補強

出典：水資源機構資料

サイホン内に鋼管を挿入し補強 管ダム
施設

•下水道管延長：約４５万km
•下水処理場数：約２ ２００

•ストックマネジメントに関する手引きを取りま
とめたほか、これらを実施するための事業制

出典：日本ダクタイル鉄管協会HP

柔軟に曲がる管を使用することにより、
耐震化を図る

下水
道施
設

•下水処理場数：約２，２００
箇所

とめたほか、 れらを実施するための事業制
度を導入。

•耐震に係る基準については整備済み

•地震対策等の推進（基幹施設の耐震化、防
災拠点や避難地と下水処理場を接続する管
きょ整備等） 4



②-3 幅を持った社会システム ～粘り強く復元可能な （resiliency・tenacity）～

○危機事象が発生した場合に、長く持ち堪えることができ、回復が可能な対応力を備える。

○鬼怒川上流ダム群連携施設

（ハード対策） （ソフト対策）
○渇水対応 （平成25年 取水制限の状況）

○鬼怒川上流ダム群連携施設

五十里ダムと川治ダムを導水路で結び、渇水等に備え、より有効
な水運用を図っている。

上水 工水 農水

利根川水系 １０％ １０％ １０％

豊川水系 ２８％ ４０％ ４０％

吉野川水系 ５０％ ５０％ ５０％

＜節水対策＞＜節水対策＞
○国土交通省の庁舎等における節水ＰＲ
（電光掲示板、垂幕、横断幕、ポスター、チラシ、ステッカー等）

○道路情報板による節水ＰＲ
○国土交通省の工事現場における節水
○ホームページ等での渇水情報発信
○関連団体への文書による節水協力要請、節水徹底の要請

○農業用水における番水、循環かんがい等の実施
○農業用水の管理や営農に対する技術指導

反復利用等

↑五十里ダムと川治ダムのネットワーク図

渇水対応 ダ 底水 活

○農業用水の管理や営農に対する技術指導
＜代替水源の活用＞
○一般国道の路面清掃等において、下水再生水及び地下水を活用
○地方公共団体への文書による下水再生水活用の協力要請

＜円滑な渇水調整に向けた取り組み＞
○渇水対策連絡協議会等での取水制限の協議
○発電用水の緊急放流の要請

○渇水対応 （ダムの底水の活用）

平成17年渇水においては、早明浦ダム及び長安口ダムの枯渇

による社会経済活動への影響を極力軽減するための緊急措置
について、関係者は協議、調整の上、ダムの底水からの緊急放
流といった対策を実施。流といった対策を実施。

↑吉野川における特別措置（イメージ）出典：国土交通省関東地方整備局鬼怒川ダム統合管理事務所HPをもとに、水資源部で編集 5



②-4 幅を持った社会システム ～融通が利き順応性を持った （elasticity）～

○事前に準備した資源を最大限に活用し、危機事象に対し、融通性や順応性があり、迅速な反応が可
能となる能となる。

（ソフト対策）

・平成19年5月に福岡導水施設において地盤沈下等により管材の破断
が発生。通常であれば復旧に約4ヶ月かかるところを、施設管理者が管

○資材備蓄（福岡導水施設の事例）

○ダム操作の工夫による増電

○東北地方太平洋沖地震により発電施設等が被災し 電力供給

○ＢＣＰ ・相互応援協定（徳島県の事例）

材を備蓄していたことにより通水再開までの期間を7日間に短縮。
・仮に事前のリスク管理がなければ、被害額は約40億円と想定される。

徳島県企業局地震対策事業継続計画≪工業用水道事業編≫

○東北地方太平洋沖地震により発電施設等が被災し、電力供給
が逼迫しているなか、水力発電所の発電能力を最大限活用でき
るよう、ダムを弾力的に運用。

○東北地方整備局の直轄管理ダムを弾力的に運用し、水力発電
の取水量を１６ダム合計で約１．７倍に増量。

阿南工業用水吉野川北岸工業用水

巨大地
震発生 ・優先順位を定め，配水管路，浄水場，取水設備，導水管を順次

復旧
・必要に応じ，相互応援協定締結者に不足資材と人員の支援

管路等の復旧 （発災後～１４日目）

緊急対応
３日目～

大型ポンプ車
による取水

（７日目～１４日目）

大型ポンプ車即時対応
発災後～

農業用水の
取水

（３日目～
１４日目）

・旧吉野川の浄水場

地下水の取水（３日目～１４日目）

・国営農地
防災事業に
よる農業用
水からの取
水（ 箇所）

既設地下水取水設備を代替活用
○地下水送水設備の被災状況を調

査し被災後３日から給水可能な体
制を確立

管路復旧班の機能強化
・路線工区毎に復旧担当業者を決定
・各工区の課題を抽出、復旧工法の事
前検討吉野 浄 場

付近まで塩水が流下
する７日目から

大型ポンプ車と
移動式送水設備
の連携により，河
川表層水を取水
し，浄水場へ送水
を開始

水（３箇所）

応急対応
７日目～

前検討
・定期的な応急復旧訓練と研修の実施

第一地下水送水設備

○水利使用の調整 （両総用水地区の事例）

・東日本大震災により、農業用水・都市用水共用施設が被災し、水路
の復旧までの間（3月11日～4月末）、最大導水（17.47m3/s）に対し
て12 0 3/ しか導水できない状態とな た 通常給水開始

１５日目～ １５日目 工業用水道施設復旧完了

・四国４県における工業用
水道被災時の相互応援

・応援態勢の整備
・応援の要請等
・物資等の携行
情報 換

・関係機関等との連携
・訓練
・技術研修の相互協力

【協定の内容】
○相互応援に関する協定

事前の対策

て12.0m3/sしか導水できない状態となった。
・関係者間で節水に伴う調整会議を２回開催。水利権比率をもって
水利使用の調整を実施。（都市用水：3.0m3/s、農業用水9.0m3/s）

水道被災時の相互応援
に関する協定

・鳥取県と徳島県との工業
用水道被災時の相互応
援に関する協定 ○資機材の備蓄

東日本大震災の被災率を踏まえ、 管路等を備蓄

・情報の交換
・経費の負担等

・公務災害補償に関する
請求手続き

・技術資料の相互保管

6



②-5 幅を持った社会システム ～幅をもった水資源の利用と管理～

幅の意味今後の水資源政策の施策の体系総合水資源管理(中間とりまとめ)施策の体系 H20
（１）施設の整備及び運用並びに維持管理

①既存施設の改築・維持管理

②水資源施設の効率的運用

③新たな施設の整備

④地震等災害時 水質事故時等 お る危機管

（１）幅を持った社会システムの構築

①安全・安心の取り組み

・大規模災害等危機事象への対応

( )

④地震等災害時・水質事故時等における危機管理

⑤水資源の持つ自然エネルギーの有効活用

（２）水利用の円滑化・効率化

①水利用の調整

②雨水利用の促進

リスクへの柔軟な対応

大規模災害等危機事象 の対応

・施設の更なる長寿命化に向けた取り組み

・ゼロ水への対応

・気候変動リスクへの対応 セキュアリング セーフティー
リダンダンシ バストネス②雨水利用の促進

③再生水の利用促進

④渇水時における対応

（３）水量・水質の一体管理

（４）地下水の保全と活用

（ ）流域全体 保全

②水・エネルギー・物質循環での取り組み

人間社会の営みと環境
・流域における健全な水循環系の構築

・安全でおいしい水
リダンダンシー、ロバストネス
レジリエンシー・テナシティー、
エラスティシティー

（５）流域全体の保全

①流域の水循環の健全化

②水源地域の保全

東日本大震災・笹子トンネル事故後の社会情勢の変化 ③持続的水利用の取り組み

人間社会の営みと環境・
エネルギー・物質の果た
す水の機能のバランス
における許容力

流域 健 循環系 構築

・豊かな水循環・生態系の形成

・低炭素社会の構築

レジリエンシー・テナシ
ティ

東 本大震災 笹 事故後 社会情勢 変

・大規模災害等への対応

・インフラの脆弱性への対応

これまで経験したことのない渇水への対応

◎国民意識の変化(安全・安心,健全性,持続性への要請)
③持続的水利用の取り組み

需要側の渇水の耐力や
供給側の多様な水源等
による柔軟な対応

・節水型社会の構築と水利用の合理化

・雨水・再生水の利用

・地下水の保全と利用

ティー

ダ ダ ジ・これまで経験したことのない渇水への対応

・温暖化に伴う気候変動リスク、低炭素社会への対応

・安全な水

・水利用の持続性 ④水の恵みに感謝し、「災い」に柔軟
に対応できる社会間で文化の醸成

幅を持った社会システム
の基盤、柔軟性を持った
人づくり

・水源地域への感謝に根ざした振興

水循環の健全性

リダンダンシー、レジリエン
シー・テナシティー

◎エンドユーザーサイドの視点

◎世界の防災意識の高まり、新しい目標設定

◎教育と普及啓発の重要性

（２）国際貢献と海外展開の拡大

対応 きる社会間 文化 醸成 人づくり・水循環の健全性

セキュアリング セーフティー・
サステナビリティー
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